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近年, 我が国では ｢新たな教員評価｣ 制度の導入が進行しつつある. 文部科
学省によると, 平成  年  月現在,   の都道府県・指定都市のうち  の教育委




た後, 平成  年度には県立学校一般教職員, そして, 平成  年度には小中学校
一般教職員を対象とする評価制度の試行へと拡大がみられる.
ところで, 我が国において教員評価に関する研究はある程度の蓄積がみられ
る２) . これら先行研究は, 教員評価の制度的特質と課題, 実施状況, あるいは,
諸外国の実態等を考察しており, 得られた知見も多岐にわたるため本稿の研究
関心に照らして極めて有効なものである. なかでも, 本研究は, ｢特定地域に
おける制度運用の態様をそのプロセス全体を通して構造的かつ詳細に抉り出し,
効果的な運用に資するための具体的な改善点を提示すること｣ を企図する点で










た. 本報告では, ｢学校教育で最も重要なのは一人ひとりの教師である｣ との
認識のもと, 教師の意欲や努力が報われ評価される体制を作ることが提案され




活発化した. 平成  年, 政府は ｢公務員制度改革大綱｣ を閣議決定し, 現行の
人事制度が職員の能力や成果を適切に評価し, その結果を任用や給与に有効に
活用する仕組みが不十分であったとの認識のもと, 公務員人事制度を改革する
方向性を示した. すなわち, 本大綱は, 新たな制度として能力等級制度を導入












教育審議会答申 『今後の教員免許制度のあり方について』 では, 信頼される学
校づくりのための方策の一つとして新しい教員評価システムの導入が提言され,
各都道府県教育委員会等において教員の勤務評価について早急に検討すること
が提起された. これは, 教員がその資質能力を向上させながら, それを最大限
発揮するためには, 教員一人一人の能力や実績等が適正に評価され, それが配
置や処遇, 研修等に適切に結びつけられることが必要であるとの認識にもとづ
くものであった. これを受けて, 平成  年度より文部科学省の ｢教員の評価に
関する調査研究｣ 委嘱事業が開始され, 全国の都道府県教育委員会で新たな教
員評価制度についての調査研究が実施されることとなった.
その後, 平成  年  月, 中央教育審議会答申 『新たな義務教育を創造する』













教育改革プログラム―』 (以下, 『振興ビジョン』) が県教育委員会により策定
された. 『振興ビジョン』 は, 今後の三重県の教育を推進するための指針と位
置づけられたが, その策定は, 社会の仕組みそのものが変革する中で, 教育の
あり方を根本から見直し, 新たな対応策を真剣に議論し, 取り組みを進めてい




掲げた. なお, 『振興ビジョン』 の計画期間は平成  年度から平成  年度まで
の  か年とされた.   か年の計画期間は, 当初, ３つの期間に区分され, それ
ぞれ, 第一次推進計画 (平成  年度から平成  年度), 第二次推進計画 (平成  年度から平成  年度), 第三次推進計画 (平成  年度から平成  年度) とさ
れた５) . かかる 『振興ビジョン』 とそれに基づく推進計画は, 三重県において
その後も教育政策の総合的な施策を表すものとして多くの個別政策を掲げるこ




かけとなる事業が提起されることとなる. すなわち, 第二次推進計画では, 重
点目標 ｢３ 楽しい学校づくりをめざします｣ のもとでの施策 ｢( )教員の資
質の向上｣ を実現するための事業の一つとして ｢教職員の人材育成｣ が提起さ
れた. これは, 第一次推進計画で掲げられていた ｢教員養成機関と教育委員会
の連携｣, ｢教員採用の改善｣, ｢研修の充実｣, ｢幅広い人事交流の促進｣, ｢教員
の能力開発プログラムの作成｣ といった個別の施策を引き継ぎつつも, これら




協議会が設置された６) . 本検討協議会は, 国や文部科学省の動向を踏まえつつ,
｢  世紀の三重の教育を担う教職員の人材育成の在り方｣ について検討するこ




を採った. これら一連のプロセスを経て, 平成  年６月に 『教職員の人材育成
皇學館大学教育学部研究報告集 第２号
― 4―
の在り方について (最終報告)』 (以下, 『人材育成報告書』) が公表された.





『人材育成報告書』 では, 目標管理による人材育成は, ｢学校に勤務する個々
の教職員が学校の教育目標を踏まえて目標を設定し, その達成に努めることに
よって, 学校組織の活性化と各教職員の能力開発を促すこと｣ が目的であると

















とを受け, 平成  年  月, 三重県教職員評価制度検討委員会が設置された９) .
その後, 本検討委員会により, 平成  年３月に 『新たな教職員評価制度につい
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て～学校の教育力向上を目指して～ (最終報告)』 (以下, 『教職員評価報告書』)







向上させること｣ と明記されたように, 新たな評価制度の目的を 『人材育成報













なお, 『教職員評価報告書』 で提示された制度の枠組みについては, 本報告






価制度 (小中学校管理職員に対しては平成  年度より) が ｢新たな教職員評価
制度｣ として試行されることとなった. さらに, 平成  年度からは県立学校一
般教職員, 平成  年度からは小中学校一般教職員を対象とする評価制度が ｢教
職員育成支援システム｣ として試行されることとなった. 以下では, 三重県教
育委員会人材政策室による 『平成  年度教職員育成支援システムの手引き (小
中学校一般教職員)』 (以下, 『手引き』) と 『平成  年度教職員育成支援システ
ム (小中学校一般教職員) 試行要領』 をもとに, 評価プロセス, 自己目標の設
定, 評価, 面談の各観点から三重県における教員評価制度の概要を明らかにす
る. なお, ｢教職員育成支援システム｣ は教諭のみならず, 養護教諭, 事務職
員等の教職員全般に適用されるものであるが, 本稿では教諭のみに限定して制
度概要を析出したため, 以下で用いる ｢教職員｣ の用語は教諭を指す.
(1) 評価プロセス
図１は, 小中学校一般教職員を対象とした ｢教職員育成支援システム｣ の評
価プロセスを示したものである. これによれば, 個々の教職員は, 年度当初,





校長に提出する. その後, 校長との間で期首面談が行われ, 自己目標が確定さ
れる.
自己目標が確定した後, 教職員は職務を通じてその目標の達成に向けた取り
組みを実践する. その間, 育成支援者である校長は, 授業参観や分掌業務の観































































を記入する. 本欄は, 学校・学年・学級の教育目標のうち, 自己の職務に関す
る主要なものを記載する.
次に, 先に記した学校・学年・学級等の教育目標等当該年度の目標を踏まえ,
個々の教職員の当該年度の自己目標を設定する. 自己目標は, ｢教科指導｣ と
｢学校運営等｣ の項目に大別され, それぞれ ｢具体的な目標｣ と ｢目標達成に









いて, 目標の追加, 修正の必要が生じた場合には, ｢追加・修正した目標｣ 欄
にこれを記入する.
(3) 評価
教職員育成支援システムにおいては, 評価票 (巻末図３) に示されるように,
｢教科指導｣, ｢学校運営等｣, そして, ｢共通｣ の３項目について評価が行われ
る. ｢教科指導｣ と ｢学校運営等｣ は ｢能力｣, ｢実績｣ を要素として, ｢共通｣
は ｢意欲｣ を評価要素とするものとされる. 『手引き』 によれば, 能力とは,
｢職務を遂行していく上で発揮された力｣ と定義づけられ, それぞれの職務を
遂行するうえで必要な専門的な知識・技術や企画力, 判断力, 折衝力・調整力
などを評価すると説明される. 同様に, 実績とは ｢職務遂行の状況やその結果｣
と定義づけられ, 職務遂行の結果だけでなくその過程も評価し, 正確性, 迅速












な評価ではなく, 評価基準に沿った絶対評価が採られる. すなわち, ｢３｣ を
｢目標どおり. 又は, 期待される能力・意欲を発揮している｣ として, ｢４｣ お
よび ｢２｣ を ｢目標を上回る (下回る). 又は, 期待される能力・意欲を十分
に発揮している (発揮していない)｣, ｢５｣ および ｢１｣ を ｢目標を大きく上
回る (下回る). 又は, 期待される能力・意欲を極めて十分に発揮している
(発揮していない)｣ とされる.
(4) 面談














































次に, 三重県における教員評価制度では, 教職員の能力開発や人材育成, あ
るいは学校の教育力・組織力の向上に主眼が置かれており, 評価結果を給与等
の人事・処遇へ反映させることが想定されていないことを指摘することができ









































となることを導き出している. したがって, 三重県においても, 評価のプロセ
スに中間面談の実施を義務として位置づけるとともに, それにあたる校長の支
援的スタンスが今後目指されるべきと考えられる.  註
１) 文部科学省 『平成  年度文部科学白書』     年.
２) 例えば, 佐藤全, 坂本孝徳編著 『教員に求められる力量と評価』 東洋館出
版,     年, 勝野正章 ｢教員評価制度をめぐる動向と課題｣ 『日本教育法学
会年報』 第  号,     年,        頁, 佐藤全 ｢教員評価の課題と展望｣ 『学
校教育研究』 第  号,     年,      頁, 勝野正章 『教員評価の理念と政策』
エイデル研究所,     年, 八尾坂修 ｢今日的教員人事評価の特質と機能｣
『学校教育研究』 第  号,     年,      頁, 八尾坂修編著 『教員人事評価と
職能開発―日本と諸外国の研究―』 風間書房,     年, 諏訪英広 ｢教員評
価施策に関する調査研究―小学校教員を中心に―｣ 『川崎医療福祉学会誌』     ,    ,     年,        頁, 他多数.
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３) 古賀一博, 市田敏之, 酒井研作他 ｢｢能力開発型｣ 教職員人事評価制度の
運用実態とその課題― ｢広島県内公立学校長悉皆調査｣ の分析を通して―｣
『教育行政学研究』 第  号,     年,      頁, 古賀一博, 市田敏之, 酒井研
作他 ｢｢能力開発型｣ 教職員人事評価制度の運用実態とその課題 (第二報) ―
｢広島県内公立学校長悉皆調査｣ の分析を通して―｣ 『教育行政学研究』第  
号,     年,      頁, 古賀一博, 市田敏之, 酒井研作他 ｢広島県における
教職員人事評価制度に関する事例研究―公立学校教員へのインタビュー調
査の分析を中心に―｣ 『教育経営研究』 第  号,     年,      頁, 古賀一
博, 市田敏之, 酒井研作他 ｢｢能力開発型｣ 教職員人事評価に対する教員の
意識傾向と諸特徴―広島県内公立学校教員調査結果の属性クロス分析を通し
て―｣ 『教育行政学研究』 第  号,     年,      頁, 古賀一博, 市田敏之,
酒井研作他 ｢｢能力開発型｣ 教員人事評価制度の効果的運用とその改善点―
広島県内公立学校教員アンケート調査の分析を通して―｣ 『日本教育経営学
会紀要』 第  号,     年,      頁.
４) 『振興ビジョン』 は, ｢豊かな心を育む人づくり｣, ｢個性と創造性を育む人




します｣ の５つを重点目標として掲げた. また, これらのもとに, ｢人権教
育の充実｣ や ｢少人数教育の推進｣ 等,   の施策を挙げ, その実現を目指す
とした.
５) 『振興計画』 の計画期間の区分は, その後, 教育行政を取り巻く環境が急
速に変化する状況にあるとの認識, また, 県知事の交代による県政の新たな
総合計画の立案・実施に伴い, 第二次推進計画 (平成  年度から平成  年度),
第三次推進計画 (平成  年度から平成  年度), 第四次推進計画 (平成  年
度から平成  年度) へと変更されることとなった.








９) 本検討委員会は, 学識経験者, 校長, 主幹, 教諭, 市教委教育長,    
関係者, 教職員団体関係者, 民間企業人事担当者, 県教委事務局職員等によ
り構成された.  ) 古賀一博, 市田敏之, 酒井研作他 ｢｢能力開発型｣ 教員人事評価制度の効
果的運用とその改善点―広島県内公立学校教員アンケート調査の分析を通
して― ｣ 『日本教育経営学会紀要』 第  号,     年,      頁.






学校名 職 名 名 前
学校・学年・学級等の教育目標等
項 目 具体的な目標 目標達成に向けた取組内容 追加・修正した目標
自 己 評 価















学校名 職 名 名 前 印






知識・技術､ 情報収集・活用力､ 企画力､ 指導力等 (専門
的知識・技術を活用し､ 児童・生徒の個性､ 特性に応じた
指導ができる｡)
                             
実 績
業務実績､ 業務改善等 (教材や指導法を工夫､ 改善し､ 教
科指導の目標を達成した｡)











                             
実 績
業務実績､ 業務改善等 (活動内容や指導方法を工夫､ 改善
し､ 目標の達成に向け､ 自らの役割を果たした｡ 校務や学
校運営上の課題に取り組み､ 自らの役割を果たした｡)




責任感､ 協調性､ 積極性 (・公務員としての自覚を持ち､
人権意識を持って職務に取り組む｡ ・組織の一員として､
他の職員との意思疎通を図り､ 協力・協働している｡)









図３ 評 価 票
様式２－(１) 評価票 (教諭)
